
資料８－① 

（Ｂ法人制度創設関連部分抜粋，配付資料省略）  

第３回貿易・投資等ワーキング・グループ 

議事概要 

 

１．日時：平成25年10月29日（火）９:30～11:24 

２．場所：中央合同庁舎４号館２階第３特別会議室 

３．出席者： 

 （委員）大崎貞和（座長）、松村敏弘（座長代理）、大田弘子（議長代理）、安念潤司、 

     林いづみ 

 （政府）稲田内閣府特命担当大臣（規制改革） 

 （事業者）乘越秀夫外国法事務弁護士、﨑村令子外国法事務弁護士、伊藤理弁護士 

日本経済団体連合会  

 （法務省）飯島大臣官房司法法制部・審査監督課長、松井大臣官房司法法制部・参事官 

 （略） 

 （事務局）滝本規制改革推進室長、大川規制改革推進室次長、中原参事官、仁林企画官 

４．議題： 

  （１）外国法事務弁護士制度に係る規制改革要望について 

    ・乘越秀夫外国法事務弁護士及び﨑村令子外国法事務弁護士からの説明 

    ・伊藤理弁護士からの説明 

    ・法務省から説明 

  （２）（略） 

５．議事概要： 

○大川次長 それでは、定刻でございますので、規制改革会議第３回貿易・投資等ワーキ

ング・グループを開催いたしたいと思います。 

（略） 

○大崎座長 それでは、早速ですが、議事に入りたいと存じます。 

 本日は、貿易・投資等ワーキング・グループの検討項目に挙がっております、外国法事

務弁護士制度及び空港について、検討をしたいと存じます。 

 早速ですが、議題１、外国法事務弁護士制度に係る規制改革要望に入らせていただきま

す。 

（略） 

それでは、規制改革要望ということで、乘越先生、﨑村先生に御説明をお願いしたいと 

存じます。よろしくお願いいたします。 

（略） 
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○乘越外国法事務弁護士 ２番目の複数事務所の開設というポイントでございます。現在、

外弁事務所、弁護士と外弁の共同事業は、共に日本国内に複数のオフィスを開設すること

ができません。これはどういうことかと申しますと、複数事務所を開設することが許され

ている事業形態であります弁護士法人が、現段階では弁護士のみの事業に限られているた

めでございます。 

2009年に出されました、外国弁護士制度研究会の報告書がございまして、これは配付い

たしました資料の最後の方、参考資料２としてお手元にお配りしておりますが、その９ペ

ージ、提言の一番下のパラグラフです。ここに改正の提言が述べられております。ここに

は、現行制度は、弁護士及び外国法事務弁護士の自由な活動環境を確保する観点からは、

なお不十分であるということを言った上で、その制度的基盤を整備するため、新たに外国

法事務弁護士が法人組織により法律事務を提供することができるようにする制度（A法人制

度）を導入するとともに、弁護士及び外国法事務弁護士が共同して法人組織により法律事

務を提供することができるようにする制度（B法人制度）を導入する必要があるということ

が、明確に述べられております。 

もちろんこれに加えて、いわゆる不良外弁が変なことをしないようにという観点から、

それに対する制約といいますか、そういうものも設けるべきだということは、この提言で

も述べられておりますけれども、基本的な方向性としては、A法人、B法人共に認めるべき

である。それが制度的な正しい基盤を整備することにつながると提言されております。 

残念ながら、その後、提出されている法案は、いろいろな紆余曲折があったそうでござ

いまして、共同事業による法人設立の道を閉ざしていることになっております。 

私どもが見ますに、法人化した事業にのみ、そもそも複数事務所の開設を許すというの

は、どういうことだろうか。法人化しないでも、それは構わないのではないかと思ってお

ります。ただ、仮に法人化した事業にのみ、複数のオフィスを開設することを許すという

制度を維持するといたしましても、弁護士と外弁の共同事業にそれを認めない理由という

のは、私どもとしては見出せません。 

究極的には、事業形態にかかわらず、複数のオフィスの設立をする自由を認めていただ

きたいと存じますけれども、当面、共同事業を差別する制度は廃止していただきたいと考

えております。 

（略） 

○大崎座長 ありがとうございました。 

それでは、続きまして、法務省から、規制改革要望に対する考え方について、御説明を

お願いいたします。 

○法務省（飯島課長） 法務省審査監督課長の飯島でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

最初に外国法事務弁護士制度の概要について御説明いたしました後、各論点についてお

話させていただきたいと思います。 
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（略） 

複数事務所と外弁法人設立について申し上げます。我が国の弁護士及び外国法事務弁護

士につきまして、複数の事務所を設置することは、法律により禁止されております。その

主な理由は、複数の事務所の設置を認めた場合、ある意味で、常時指揮監督するのは、弁

護士にとりまして困難でございますので、いわゆる事務員等が法律事務を扱う、非弁活動

の温床になるおそれがあると言われております。また、弁護士会による指導、監督の実効

性の確保が、そういった意味でも困難となるということでございます。 

ただ、弁護士法人につきましては、従たる事務所の設置が認められているので、従たる

事務所につきましても、弁護士である社員の常駐義務が原則化されております。非弁活動

の防止という観点での配慮がなされているわけでございますが、いずれにしても、弁護士

法人に関しては、複数の事務所を法律上認めることが可能となっております。 

これに対して、現在、外国法事務弁護士については、弁護士法人に該当する制度が設け

られておりませんので、複数事務所の設置は不可能となっております。この点につきまし

て、弁護士に認められている法人化について、外国法事務弁護士にも可能とする立法を行

うべきであるといった旨の指摘を今までいただいてまいりまして、法務省と日弁連での検

討を経た結果、外国法事務弁護士が法人を設立することを可能とする方向で、外弁法を改

正することを過去に決定いたしました。 

この法案の内容につきましては、資料としておつけさせていただいておりますが、資料

７でございます。内容といたしましては、外国法事務弁護士が社員となり、外国法に関す

る法律事務を行うことを目的とする法人を設立することが可能となるということで、これ

によって、法律事務の国際化、専門化、複雑多様化に的確に対応することが可能となると

いった趣旨で、この法案を作成したところでございます。ただ、非常に残念でございます

が、この法案につきましては、昨年の第180回通常国会に提出されました後、国会閉会後、

第181回臨時国会で衆議院が解散されて、廃案となってしまったところでございます。 

そういったところで、先ほどいろいろお話をいただきましたが、法務省といたしまして

は、いずれにしろ、外国法事務弁護士の法人化につきましては、何とか法人の設立ができ

ない状態を解消したいと考えておりまして、できるだけ早期に法案の設立に努めてまいり

たいと考えております。 

（略） 

○大崎座長 ありがとうございます。 

それでは、今の御説明に関する議論に入りたいと思うのですが、私から最初に感想と１

点質問をさせていただきます。 

まず私の意見ですけれども、法務省で外国法事務弁護士による法人設立を可能にする方

向の制度整備を早期にやりたいということを言っていただいたのは、大変いいことだと思

っております。過去に法案も出されたということですので、それはやっていただければと

思います。 
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先ほどの複数事務所を法人化していない状況で認めるべきかどうかということについ

ては、確かに国内の弁護士にも認めていないわけでありますし、非常に合理的なお話がい

ただけたと思っております。 

（略） 

○大崎座長 議論が尽きないところではございますが、時間の関係もございますので、本

日のこの議題に関しては、このぐらいにさせていただきたいと思います。皆様、お忙しい

ところ、どうもありがとうございました。 
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資料８－② 

（Ｂ法人制度創設関連部分抜粋，配付資料省略）  

国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング 

議事要旨 

 

（開催要領 ） 

１ 日時 平成 26 年度 9 月 3 日（水）18:12～18:43 
２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田  達夫 大阪大学社会経済研究所 招聘教授 

委員 原   英史 株式会社政策工房代表取締役社長 

＜関係省庁＞  

    村田 昌平 法務省大臣官房司法法制部審査監督課課長 

    遠藤 圭一郎 法務省大臣官房司法法制部付 

    竹内 悠介 法務省大臣官房司法法制部審査監督課補佐官 

＜事務局＞ 

       富屋 誠一郎 内閣府地域活性化推進室長代理 

藤原  豊   内閣府地域活性化推進室次長 

      宇野 善昌 内閣府地域活性化推進室参事官 

      松藤 保孝 内閣府地域活性化推進室参事官 

 

（議事次第 ） 

１ 開会 

２ 議事 外国弁護士の受入れ、共同事業推進 

３ 閉会 

 

 

○藤原次長 外国人弁護士の受入促進、共同事業の推進ということで、本日も民間からの

提案がございましたが、そちらに対する対応ということで、法務省の御担当の方々におい

でいただいております。  

それでは、八田座長、お願いします。  

○八田座長 どうもわざわざお越しくださいまして、ありがとうございました。  

それでは、早速、御説明をお願いいたします。  
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○村田課長 それでは、私から今回、事前にいただいております提案の内容も踏まえたと

ころで、外国法事務弁護士制度にかかわってこようかと思いますので、これの概要、現状

等について御説明をさせていただきます。  

（略） 

以上、雑駁でありますけれども、外国法事務弁護士の概要でございますが、もう一点、

今回の提案と関連しまして最近の外弁法をめぐる動きといたしまして、この先般の通常国

会におきまして、この４月に外弁法が改正されております。その内容といたしましては、

かねて内外から受けておりました要望を踏まえまして、こういう法律サービス事務が複雑、

多様化していること、専門化していること、国際化していること。これに対応してまいり

ますために、日本の弁護士と同様に外国法事務弁護士についても法人組織で活動できる制

度的基盤を整備するということから、外国法事務弁護士が社員となって外国法に関する法

律事務を行うことを、その業務範囲とする法人を設立することを可能にする制度を創設す

るという改正が行われております。これにつきましては４月25日に成立いたしまして、法

律は公布の日から２年以内の政令で定める日から施行となっておりまして、現在、法務省

におきまして、この施行に向けた所要の準備を行っているというのが現状でございます。  

（略） 

○八田座長 時間がなくなってきたので２つ目の弁護士事務所の話はどうしましょうか。  

（略）  

○原委員 （略）  

２つ目は今までお話されていない。 

○八田座長 全くしていないです。それで２つ事務所を持てるかどうか。外弁事務所は持

てることになったのですが、実際問題としては日本の弁護士と共同事業をやることが非常

に多い。共同事業をやっている主体が法人化できるようにしていただきたいという要望で、

そうなるのではないかと期待していたら、実際には今度ならなかった。外弁だけは法人化

できるけれども。共同事業が法人化できるようになれば、そこで支店が持てるようになる。

それで実際の実務としては、日本の弁護士さんと一緒にやることが非常に多いと言うので

す。だから、その要望が２番目です。  

○村田課長 先ほど申しましたように、外弁法につきましてはこの春に改正が行われて、

その中で今、座長がおっしゃったようにまずは一歩、外国法事務弁護士のみによる法人が

設立可能になっております。その審議といいますか、検討の段階において、もう一つの日

本の弁護士と外国法事務弁護士の共同出資、お互い社員となるような形態の法人の設立、

組合というのは既に今、外国法共同事業という形で可能なのですけれども、法人格として

認めるかどうかという観点につきましては、法人というのは組合より一層強固なといいま

すか、一体感のある団体であり、その一体化の中において、法人制度の中であっても外国

法事務弁護士についてはあくまで取り扱えるのは外国法事務のみである、日本法は取り扱

えないという前提がありますので、そういう法人形態を認めた場合に、その法人の中で外
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国法事務弁護士が日本の法律事務を扱うことを助長することになるのではないかという懸

念が払拭されなかったということです。 

○八田座長 そんなことしたら違法でしょう。 

○村田課長 それについて、ではそういう弊害を防ぐような規定を設けた上で、共同の形

態での法人設立ができないのかということが検討されたわけですけれども、今の段階では

その懸念を払拭するところまでには至らず、まず外国法事務弁護士のみによる法人設立を

認めて、ここで問題となっているような日本の弁護士と外国法事務弁護士の共同出資によ

る法人の設立、そういう制度の検討については、今般の外国法事務弁護士のみによる法人

の今後の活動状況も踏まえて検討していくということだと思います。 

○八田座長 御要望としては、そのことは一般論としては認めた上で特区ではということ

なのです。特区で特にこういうことの国際化を推進したいということです。そういうこと

で時間も押しましたが、ぜひ御検討を続けていただきたいと思います。どうぞよろしくお

願いいたします。 
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（開催要領） 

１ 日時 平成26年度9月26日（金）8:45～9:33 

２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田  達夫 大阪大学社会経済研究所 招聘教授 

委員 原  英史 株式会社政策工房 代表取締役社長 

＜関係省庁＞  

    村田 昌平 法務省大臣官房司法法制部審査監督課課長 

    中島 行雄 法務省大臣官房司法法制部付兼官房付 

遠藤 圭一郎 法務省大臣官房司法法制部付 

    竹内 悠介 法務省大臣官房司法法制部審査監督課補佐官 

＜有識者＞ 

    安念 潤司 中央大学法務研究科教授 

＜事務局＞ 

    藤原 豊  内閣府地域活性化推進室次長 

    宇野 善昌 内閣府地域活性化推進室参事官 

 

（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事  

３ 閉会 

 

 

 

○藤原次長 おはようございます。国家戦略特区ワーキンググループ、関係省各省からの

ヒアリグということで、もう何度か御議論もさせていただいておりますけれども、外国法

事務弁護士制度につきましての議論でございます。  

論点は２つ、３つございましたが、繰り返しはいたしませんけれども、法務省の方々に

おいでいただきまして御議論を深めていただければと思います。  

そうしましたら、早速、八田先生からよろしいでしょうか。  

○八田座長 早朝からお越しくださいまして、どうもありがとうございます。  

それでは、早速御説明をお願いいたします。  

○藤原次長 その前に一点だけ御紹介いたします。本日は規制改革会議の有識者委員でい

らっしゃいます、安念座長にもおいでいただいております。規制改革会議でも御議論がず

っとある案件でございますので、御一緒していただくということでお願いできればと思い
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ます。  

○八田座長 規制改革会議と特区の連携を図るというのが諮問会議で出ましたので、その

一環でございます。  

○村田課長 概略を説明させていただいてよろしいですか。  

繰り返しになるかもしれませんけれども、議論に先立ちましてもう一度、当方の見解を

御説明させていただきます。（略） 

２点目、日本の弁護士と外国法事務弁護士との共同事業といいますか、協業に関しまし

て、いわゆる共同して法人を設立する制度の創設ということでございます。  

外国法事務弁護士による法人の設立につきましては、かねてから要望のあったところで

ございまして、先般から御説明させていただいておりますとおり、法務省において外国法

事務弁護士のみが社員となる法人の設立を可能とする内容とします外弁法の一部改正法、  

これが先の通常国会で提出、可決成立の運びとなったところでございます。  

現在、承認だけでは業務はできないわけで、弁護士会の登録という手続が必要となって

きますので、それに関連しました、必要な弁護士会の会規、会則といったものの手当をお

願いしつつ、成立から２年の間に施行することになっておりますので、それに向けて、外

国法事務弁護士の法人化に向けての手続を進めている、現在そういう状況でございます。  

他方、弁護士及び外国法事務弁護士がともに社員となる法人の制度でございますが、こ

れにつきましても今般の改正法の以前からともに検討は進めていたところでございます。

しかしながら、この点につきましては、外国法事務弁護士がこうした法人制度を利用して、

本来、関与することができない日本法に関する法律事務に不当に関与する等、権限外の業

務を行うことを容易にするのではないかという懸念の指摘がございます。こうした弊害が

生じないように規定を設けることも併せて検討してまいったわけでございますけれども、

残念ながらその懸念を払拭するには至っておらず、合意の得られたいわゆる外国法事務弁

護士のみでの法人化、まずこれを優先して制度化することで今般の法改正をさせていただ

いたという経緯でございます。  

したがいまして、現時点で直ちに共同法人制度を特区という形で導入することは若干、

時期尚早ではないかと考えております。この外弁法人につきましても先ほどの説明のとお

り、対弁護士会、こうしたところを通じて日弁連の登録を受けるということから、法律上、

日弁連を中心とする弁護士制度の一環と位置づけられておるものでございます。したがい

まして、これは先ほどの職務経験要件とあわせてですけれども、こうした制度の改正ある

いは運用に当たりましては、日弁連との協力関係といいますか、理解、協力を得ることが

不可欠であろうと考えておりまして、なかなかここを飛ばした議論というのは、難しいの

ではないかというのが正直なところでございます。 

以上、簡単でございますし、繰り返しになりますけれども、２点、御説明させていただ

きます。 

○八田座長 どうもありがとうございました。 
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（略） 

もう一つは、日本の要するに共同でやるということは、職務の関係で言えばはるかに一

緒にやったほうが日本とのいろいろな会社とのつながりがありますから、日本の法務のこ

とをやることがあるとしたら、それに対して何らかの監視を強めれば済むことで、これも

社会的に得られる利益ははるかに多いのではないかと思います。  

これは前置きで、安念先生。  

○安念氏 多分この中で唯一の日弁連会員でして、法務省さんも率直に言ってかわいそう

だなというのが私の感想です。共同設立がつぶれたのは日弁連がそう言ったからつぶれた

というだけの話で、法務省さんとしてはどちらでもいいと言ったら失礼だけれども、別に

法務省として固有の利害があってそうなさったわけでもなかろうなという気がするのです。  

共同設立について言えば、共同事業、あれは民法上の組合という整理なのでしょうね、

それは認める。一方、外弁法人が日本の弁護士を雇用することは多分禁じられていない。

実際、そうなったときには余り口出しするなよという規定があるということは認めている

ということですね。  

そうすると、組合としてイコールパートナーで日本弁護士と組むことはいいよ。雇い人

として、ワーカーとして日本弁護士を雇うのはいい。それは同じことではないか。つまり、

雇用すると言ったって事実上、役員より偉い従業員みたいなことは幾らでも世の中にある

わけで、その実質を見ると共同設立がいけないとする理由はもうない。制度上、実はそれ

とほぼ同じことをやってしまっているのに、そこだけおかしいという理屈は立てられない

のではないかという気がするのです。日本法に踏み込むというか、要するに外弁がやって

はいけないことまで踏み込むと困るということは、それは共同事業だって雇用だって同じ

なのですから、そこを言うのはちょっと無理だなと思うのです。法務省さんは本音ではそ

う思っていらっしゃるのではないか。本音を言えと言ったってなかなか言ってくれないだ

ろうと思うけれども、どうですか。そもそもおかしいのではないかというのが第１点。 

（略） 

○村田課長 （略） 

それと、いわゆるＢ法人の話は非常に難しい話でございます。これはお答えになってい

るのかどうかわかりませんけれども、今回、Ａ法人というものが認められたことによりま

して、要望の１つの大きな眼目としては今、個人形態では外国法事務弁護士が複数事務所

を持てないではないかということがあろうかと思います。これにつきましては今回のＡ法

人、外国法事務弁護士のみの法人設立下において支店開設は可能になる。加えて今、安念

先生からございましたけれども、外国法共同事業ということでございます。その枠組みの

中で例えば外国法事務弁護士の法人化した外国法事務弁護士法人と日本の弁護士法人、法

人同士の業務提携というのも当然出てまいる話になってこようかと思いますので、かなり

のところはできるのではないか。Ｂ法人につきましては、そうした実態、結局そういう実

態を踏まえながら、徐々に懸念が払拭されるのを待つといいますか、払拭された段階で制

6 

 



度化するというのが順番ではないかというのが法務省の立場でございます。  

○原委員 質問をさせていただきたいのですが、外国法事務弁護士等の法人制度について

権限外の業務、要するに日本法をやってしまったりとか、そういうことを言われているわ

けです。そこの部分についての御懸念があってということでありました。  

もう一つ、恐らく３年以上の実務経験のほうについても、日弁連さんがおっしゃられた

ように問題があるとすると、日本法の領域に侵食される可能性があるということを恐らく

背景としては御懸念があるのかなと。そうではなくて外国法について単にやられていると

いうことであれば、そんなにそこの部分は御懸念されないのだと思いますので、恐らく両

方に絡まる話としてその問題があるのかなと思うのですが、欧米外の外国事務局弁護士が

出てきてしまうことへの対処というのは、現状ではどういう取り締まり、監視がなされて

いるのでしょうか。前回の法務委員会での議論なんかで、そこの部分が十分に対処できな

いという御議論をされていたということなのですが、それをさらに強めていくとしたらど

ういった方策があると御検討をされていたのか。ちょっと教えていただけましたら。  

○村田課長 現状、外国法事務弁護士が日本法を扱うというあたりは、まさに弁護士会の

ほうで職務に服しているかどうかという監督のもとでの話になってくるかと思います。  

現在、制度的な手当としては先ほど安念先生からございました、外国法事務弁護士が日

本弁護士を雇うあるいは法人の中でそういう不当関与の禁止という、一応、一本その条項

をもととして監督するといいますか、取り締まるということであります。  

○原委員 それは役所ではなくて、弁護士会だけになるわけですね。  

○村田課長 弁護士自治ということでございますので、一義的には弁護士会のほうで御担

当されるということです。（略） 

○原委員 先ほどの前段のほうのお話で、より懸念を払拭していくための立法のあり方を

議論されてきたというのを今、いただいた議事録の中でもされているのですが、これは具

体的にはどんな方策はあり得るのでしょうか。そこの取り締まり、監視をより強化してい

く。  

○村田課長 共同事業と同じように、やはりここは不当関与を禁止するという事後規制。

事前規制というのは難しい。要は事前規制とすればＢ法人を認めないということしかござ

いませんので、規制としては不当関与を禁止して、それに反したことがあれば弁護士会の

懲戒対象となるというあたりで対応するということが考えられます。  

○原委員 特区で仮に何らかの制度を考えて、その区域を限ってよりきっちりとした監視

の体制をつくっていくことを実験的にやってみることができないのかなという気もするの

ですが、安念先生、何かそういう可能性はございますか。  

○安念氏 今でも本当にポリーシングができるかというと、それはできないです。もとも

と外弁は訴訟代理はできないことになっていますから、目立つ形での違反行為、権限踰越

行為というのはそもそも初めからできないのです。ですから、微妙なところ、例えば日本

法とニューヨーク州法との両方が重なってくるようなところで、外弁と日本の弁護士が何
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らかの形で１つのクライアントに日本法の話もニューヨーク州法の話もするということは

幾らでもあると思うのですが、その区分けは全てが混然一体となっていますから、完全に

腑分けすることはもともとできません。だからもともとできない話だと思うしかないと思

います。（略） 

（略） 

○八田座長 そうすると、両方とも見解が分かれているのですけれども、私どもはどうも

説得されたという気持ちがないのです。今まで確かに規制改革でずっと行われたかもしれ

ないが、特区で法律そのものではなくて、それを適用除外するという形で、ここで新しく

つくるということには元来ならば社会的に望ましいことをやるわけですから、非常に適切

な手段ではないかと思うのです。ぜひ今後ももう一歩、御検討いただきたいと思います。  

○安念氏 １つ難しいのは、特区との関係で言えばリージョン限定のリーガルサービスと

なると、どうやってデファインするんだという問題があると思うのです。これはおっしゃ

るとおりで、別に形があるわけではないから電話で九州の離島でも幾らでもアドバイスで

きるじゃんという話ですね。  

もともと、訴訟代理ができるとある意味で簡単で、そのリージョンの裁判所でしか訴訟

代理できないという仕組みにできるのだけれども、もともと訴訟代理権が全然できないか

ら、かデマケが始めからできない仕組みになってしまっている。そこで特区に何とか乗せ

ようと思えば、私はやはり地方限定、リージョン限定というものをどういう形で制度化す

るかというのが結構肝なのだと思うのです。  

○八田座長 ３年間のほうは、リージョン限定でも非常に明確なのではないですか。  

○安念氏 それはできます。あとは業務ですね。サービスをリージョン限定と定義できる

かどうかということだと思います。  

○八田座長 共同のやつですね。そちらのものはある意味では規制改革のほうにぴったり

なのだけれども、法律改正をやってしまったばかりだからということですね。  

（略）  

○原委員 あと確認ですけれども、今のところも含めて変えようとすると、法改正をしな

いとおよそ無理な制度ですね。そうするとこれは政務も含めて一度どういう扱いをするか

検討を。  

○藤原次長 そうですね。ほかの項目はどんどん政務で折衝いただいておりますので、ま

た御連絡させていただきます。  

○八田座長 それでは、きょうはどうもお忙しいところありがとうございました。 
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資料８－③ 

（Ｂ法人制度創設関連部分抜粋，配付資料省略）  

国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング 

議事要旨 

 

 （開催要領）  

１ 日時 平成26年9月3日（水）８：39～９：03  
２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室  

３ 出席  

＜ＷＧ委員＞  

座長 八田 達夫 大阪大学社会経済研究所 招聘教授  

委員 原  英史 株式会社政策工房代表取締役社長  

＜提案者＞ 

エリック・セドラック 在日米国商工会議所 理事  

乘越 秀夫       外国法事務弁護士協会 運営委員 

＜事務局＞  

富屋 誠一郎 内閣府地域活性化推進室長代理  

藤原  豊  内閣府地域活性化推進室次長  

松藤 保孝   内閣府地域活性化推進室参事官  

宇野 善昌   内閣府地域活性化推進室参事官  

 

（議事次第）  

１ 開会  

２ 議事  

３ 閉会 

 

 

○藤原次長 それでは、続きまして、在日米国商工会議所、ACCJからエリック・セドラッ

クさん。それから、米国法事務弁護士協会運営委員の乘越秀夫様ほかの方々においでいた

だきまして、外国人弁護士の受け入れというお話でプレゼンテーションをいただきます。  

一応、議事録の都合上、日本語でという形にしておりますけれども、議事録、それから、

資料は公開の扱いでよろしゅうございますでしょうか。あるいは、一部非公開という選択

もございます。  

○乘越運営委員 大丈夫です。  
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○藤原次長 では、公開の扱いとさせていただきます。  

それでは、八田座長、よろしくお願いいたします。  

○八田座長 朝早くからお越しくださいまして、どうもありがとうございました。  

では、早速、御説明をお願いいたします。 

○セドラック理事 ありがとうございます。ACCJのセドラックと申します。現在、ACCJの

理事で、以前は８年間ぐらい法務委員会の役員（委員長・共同委員長）を務めておりまし

た。また外弁協会では3,4年前から共同会長を務めております。  

ACCJは、アメリカの大企業や中小企業を中心に約1000社、約3,000人の会員から成り立

っています。法務委員会には、150人くらいの会員がおり、その多くは、大手の法律事務所

の外弁や日本の法律事務所で働いている弁護士、外弁などとなっています。  

外弁協会の会員は、今、300人以上で、外弁に関する環境整備の向上を主な目的に活動

を行っておりますが、ACCJは、いろいろなことをやっています。  

○八田座長 ACCJと外弁というのは、別な団体。  

○セドラック理事 そうですね、別です。  

（略）  

○乘越運営委員 それでは、私のほうから、２つのポイントについて御説明申し上げたい

と思います。本日は、お時間をいただきまして、ありがとうございます。（略） 

（略） 

○乘越運営委員 ２点目は、複数事務所の開設の問題でございます。  

現在、弁護士も外弁も原則として複数の事務所を持ってはいけないということになって

おります。その例外としてありますのは、弁護士法人という組織をつくれば、例えば、東

京の弁護士法人であっても、大阪にもう一つ事務所をあけることはできるという立てつけ

になっております。2000年来からそういうことになっております。 

私どもは、これまで外弁にも同じようなルールを適用してほしい。あるいは、さらに言

えば、外弁と弁護士が、今、一緒にやっている共同事業という形態でも、同じように法人

化を許していただけないかということでお願いしてまいりました。  

これは、2009年に外国弁護士制度研究会というのがございまして、そこの報告書が、総

理大臣に提出されたときにも、外弁事務所、それから外弁と弁護士の共同事業の事務所が、

弁護士法人を設立することができるようにすべきであるという指摘がございました。  

それを受けて、法案が提出されて、今年の通常国会で通していただいたのですけれども、

実は、その法案ではどういうことになっているかと申しますと、外弁は外弁だけで外弁法

人というものをつくって、複数の箇所で活動することは構わないということになっており

ますけれども、外弁と弁護士の共同事業というものが、そのまま法人化することは認めら

れていないという立てつけになっております。 

論理的にいえば、弁護士だけの弁護士法人というものと、外弁だけの外弁法人というも

のを別々につくって、その２つが共同事業という形態を組成するということは可能でござ
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いますけれども、現在のほとんどの外弁の活動の状況を見ていただきますと、弁護士との

間で、共同事業というものを、実際既につくって、１つの事業体として一緒に活動してお

ります。  

そういう大多数の現状が、今の新しく通していただいた法律では、実際には、そのまま

法人化できない。ひいては、複数の場所で活動ができないということになっております。  

これは、現実の問題といたしましては、日本のクライアントの方は、最近、国際的に進

出をしたいという方が非常に多うございますけれども、東京にそういう共同事業があると

いうのが、ほとんどでございますので、現実問題としては、需要は一番東京が多うござい

ますので、例えば、大阪にいらっしゃるクライアントで、そういう海外進出をしたいと思

われる方は、多くの場合、例えば、ミーティングのために東京に出張してきて、共同事業

の弁護士、外弁とミーティングをしなければならない。あるいは逆に弁護士、外弁を大阪

に呼んでミーティングをしなければならないという不便を被っておられるわけでございま

して、そういうクライアントの側の利便性を増すというためにも、法律をもう一つ変えて

いただきまして、共同事業というものが正面から法人化できるようにしていただければあ

りがたいというのが、私どもの２点目の主張でございます。  

○八田座長 どうもありがとうございました。  

それでは、原さん、よろしいですか。  

○原委員 今の２点目のほうなのですけれども、外弁事務所というのは、現状では、基本

的には東京だけですか。  

○乘越運営委員 そんなことはございません。例えば、沖縄とか、あるいは秋田とかにも、

たしかあったと思いますけれども、１人か２人で事務所をやっておられる方はおられます。  

ただ、実際に、日本のクライアントの方がやられたような国際進出とか、そういう話で

ありますと、ほとんど、数はわかりませんけれども、恐らく９割以上は東京だと思います。 

○原委員 実際上、何らかの形ですり抜けてと言ってはあれかもしれないですけれども、

別のところでなさるようなやり方というのはあるのですか。  

○乘越運営委員 それはないですね。それをやると違法になりますので、弁護士としては、

違法と言われるのが一番嫌ですから、それはないと思いますね。  

○原委員 それは、２つ目のほうの問題については、なぜ、共同の事務所をつくってはい

けないのかというのは、規制している側の説明というのは、どういう説明なのでしょうか。  

○乘越運営委員 そこのところの御説明は、私どものほうには、はっきりといただいてい

るわけではございません。  

○セドラック理事 論理的な理由はなさそう。多くの外弁事務所は、大体個人がニューヨ

ークの証券のフォーカスの法律事務所で、大抵はもうちょっとあって、ビンガムとか、外

国法共同事業で、もうちょっとフルサービスの感じの法律事務所、だから、どうしてか、

あまり関係なく、乘越先生が言ったとおり、お客さんは、大阪も名古屋も、福岡、沖縄に

もいますが、ほとんどのビジネスは東京で行われています。東京以外の町にも大きい会社
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はありますから、みんなそういう会社に対しクライアントサービスをするために、支店を

つくりたい可能性があります。また、法人（クライアント）があっても、なくても、支店

をつくりたい可能性はあります。  

○藤原次長 事務局で少し調べたのですが、これは、2002年構造改革特区の創設当初から

何回も提案が自治体からも出ていまして、それで、2009年に、まさにおっしゃっていただ

いた研究会を法務省でやりまして、その中で２つの案というのがあって、外国法事務弁護

士のみの社員となって会社を設立する形と、それから、弁護士と外弁がともに社員になっ

てと、まさに、今、御要望の２つ目の法人制度というのをつくってほしいとあったのです

が、おっしゃっていただいたように、この前、前通常国会でやっと法律改正が行われたの

ですけれども、そのうちの１つしか採用されなかったと。  

２つ目については、１つの目の様子をよく見て、ということなので、多分論理的な御説

明はなく、とりあえず、２つあったうちの１つを手当したというのが現状で、まだ、そう

いった意味の御要望が残っているという位置づけです。  

これは、構造改革特区もそうですけれども、総合特区でも東京都から要望が出て、手つ

かずになっているためでございまして、その意味では、長年解決されない話というふうに

お考えいただければと思います。  

○八田座長 今度の共同事業以外のものが法人化できるようになったというところの、そ

の法律のきっかけはどこなのですか、こういう特区関係ではない。  

○藤原次長 まさに、構造改革特区、総合特区での要望が一部は報われた形になっていま

す。  

○八田座長 例えば、規制改革会議は何もやっていないのですか。  

○藤原次長 随分議論しています。  

○八田座長 わかりました。そうすると、先ほどの共同事業の法人化ということで、共同

事業というのは、実際はプロジェクトとして行われているということですか、それとも、

場所的にも一体でやっていらっしゃるということですか。  

○乘越運営委員 私の所属しておりますところは、まさに共同事業でございますけれども、

同じフロアで、隣同士、弁護士と外弁が座っていて、電話番号から何から全て一緒になっ

ております。  

○八田座長 それで、会社としては別々。  

○乘越運営委員 いや、会社としてといいますか、組合なのですけれども、組合としては

１つでございます。  

○八田座長 では、組合という形になっている。  

○乘越運営委員 はい。  

○八田座長 これを法人化。  

○乘越運営委員 そうですね。今は、組合のままでは、例えば、大阪にもう一つ事務所を

設けることはできませんので、そのまま法人化させていただきたいということでございま
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す。  

○八田座長 わかりました。それから、この特区でやる場合に、例えば、東京の特区で、

この法人化が認められると、そうすると、自動的に法律的には大阪にも支店を持てるとい

うことになりますかね。  

○乘越運営委員 そこは、ちょっと法律的にどのように解釈されるのか、私ども、正直言

ってわかりません。もしかしたら、東京と大阪で両方認めなければならないというふうに

解釈されるのかもしれません。そこは、認めていただくとしても、ちょっと明確なガイダ

ンスをいただきたいところでございます。  

○原委員 少なくとも、東京、大阪、福岡の３カ所だったら、自由にそれをできるように

しますよというと、相当程度意味がありますか。  

○乘越運営委員 それは、かなりクライアントの方の利便性は高まると思います。あとは、

もちろん、大きいところで名古屋とか、そういうところも大きなクライアントがいらっし

ゃいます。あとは、京都とかも海外進出する企業と一緒にいらっしゃいますから、どこま

で行けばいいのかという議論はありますけれども。  

○原委員 大阪と言いましたけれども、今、特区は関西になっていますから、関西という

ふうに。 

（略） 

○八田座長 では、ほかにないですか。  

どうも本当にありがとうございました。 
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